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２■施策の担当課による評価結果　　　　　 
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施策評価票番号 48

基本成果指標名

行政経営部 秘書政策課

評価の内容 今後の環境変化を踏まえた課題認識

　広域行政圏協議会は、来年度任意の協議会となるが、住
民を取り巻く行政課題は広域化しているものも多いため、
引き続き連携は重要である。

　水道やごみ処理などの一部事務組合は広域連携している
が、尾張東部地区の広域行政圏協議会のエリアでの取り組
みが弱い。

　定住自立圏構想など新たな国の構想もある。引き続き、
関係団体と情報交換を行い、広域連携の在り方を研究す

　行政課題は広域化しているものも多い、広域行政圏協議会が任意協議会となってからも、近隣自治体と連携を図りながら問題の共有、解決に努めていくこととする。

評価票作成者

６―１―１　

〃

既存事業の構成や優先順位の考え方、新規事業の必要性の考え方

　尾張東部地区における消防の広域化では、協議会のエリ
アと三好町による案が示されており、協議が必要である。

　先進自治体の広域行政圏の視察や広域による公会計に関する研究な
どを推進する。

８０．０（％）

  尾張東部地区広域行政圏協議会では、消防の広域化、人事交流など
が話し合われ、一定の共通認識を得ることができた。

　任意となる協議会の体制について検討していく。 　課題であった交通インフラの連携に関する検討及び協議会のあり方
の結論を出すことができた。

広域連携

５（件）

目標値（単位）

１－１施策の名称

　他の自治体と連携して事務処理を実施することにより、効率的な行財政運営を行う。

前期（平成１８年度～平成２２年度）

　広域で処理している事務事業数

課長　横山孝三

１－３総合計画に
おける施策の体系

１－４施策の目的

平成２２年度評価
（前期の成果）

平成２７年度評価
（全期間の成果）

Ａ

総合評価

基本施策コード

Ａ

全期間（平成２３年度～平成２７年度）

　公共施設の広域利用や公共バスの広域連携を充実させる。

実績値（単位）

４（件）

達成率(％) 達成率(％)

　広域連携

　定額給付金の実施手法に関する情報交換という、新事業の円滑な実
施に役立つ活用が出来た。

指標の定義

　水道・ごみ処理等広域で処理する事務事業数

　尾張東部地区広域行政圏協議会において、シンポジウムや地域見学
会を開催するなど、一定の成果を挙げた。

施策の担当課としての単年度の取り組みの自己評価

７（件）

１－５総合計画に
おける基本成果指
標

実績値（単位）目標値（単位）

担当課評価

１－２担当

　計画推進「効率的で顧客志向の行政経営」

● 施策評価の判定基準

Ａ ： 施策の目的を効果的に達成しているので継続する

Ｂ ： 施策推進の実施手法等に改善の必要がある



３■参考情報

番号
担当課
評価

担当課
判断
優先順

総合評価
担当課
評価

担当課
判断
優先順

総合評価 実績値
担当課
評価

担当課
判断

優先順位
総合評価

1 Ａ 1 Ａ Ｄ 3 Ｄ 事業廃止 － － －

2 Ａ 2 Ａ Ａ 1 Ａ 3 Ａ 1 Ａ

3 － － － － － － － － － －

4 － 3 － － 2 － 未実施 － 2 －

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

　平成２２年度　平成２1年度

実績値

0

3

－

未実施

　平成２０年度

実績値

0

3

－

未実施

成果指標と最終目標値(単位)事務事業名称

広域利用ができる施設数　3（箇所）

合併に関する調査・研究事業 合併に関する調査研究報告　２（件）

施策を構成する事務事業の評価情報

広域行政圏計画の策定事業（主要事業) 広域行政圏計画の策定　１（計画）

広域行政圏事務事業

広域事務処理におけるシステムの導入
事業

広域利用ができる施設数　3（箇所）


